


はじめに

　信書便年報は、民間事業者による信書の送達事業の現況について広く知って

いただくために、総務省においてとりまとめたもので、本年度版は６回目とな

ります。

　はがきや手紙などの「信書」の送達の事業について民間事業者の参入を認

める「民間事業者による信書の送達に関する法律」が、平成 15 年４月に施

行されました。それから７年あまりが経過し、信書便事業への参入事業者は

平成 21 年度末現在で 317 者を数え、取扱通数も毎年着実に増加するなど、

信書便事業は社会の中で確実に広がりを見せています。

　信書便市場においては、巡回集配サービスやバイクなどによる急送サービス、

慶弔メッセージカードの配達サービスをはじめ、利用者のニーズを踏まえた

きめの細かい様々なサービスが提供されています。また、警備業者や福祉事

業者など、貨物運送業を本業としない事業者の参入が見られるなど、サービ

スの提供主体にも広がりが生じています。

　本年報では、こうした信書便事業の現況について、説明やデータに加え、

代表的なサービスの流れや実際の利用者・事業者からの話などのトピックを

織り交ぜながらご紹介しています。特に本年度版では、信書便事業者の声を

例年よりも多くご紹介しています。また、信書便制度の周知や個人情報保護の

推進など信書便事業に関する総務省の取組や、信書便事業の開始手続などに

ついても、分かりやすい形で掲載しております。

　本年報が引き続き、国民の皆様方に広く活用され、我が国の信書便事業の

現況や信書便事業に関する取組についてのご理解をより一層深めていただく

一助となれば幸いです。

平 成 2 2 年 1 0 月
総務省 情報流通行政局
郵政行政部 信書便事業課
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通信手段の一つである信書の送達の事業は、130年以上もの間、郵便
事業として、国が独占して行ってきましたが、平成15年 4月から信書便
法が施行され、郵便事業とは別の信書便事業として、民間事業者の参入す
る途が開かれました。
この章では、「信書」とはどのようなものか、信書便事業にはどれくら
いの事業者が参入し、どのようなサービスを提供しているのか、といった
ことをご紹介します。

信書便事業の概況

第 章1

　１　「信書」とは
　２　信書便法の目的
　３　信書便事業の類型
　４　主な信書便サービス

　１　参入事業者数と役務の種類別提供者数の推移
　２　参入事業者の法人形態、規模、主たる事業
　３　本社所在地別の参入状況
　４　引受通数の推移等
　５　売上高の推移

第１節 信書便事業とは

第２節 信書便事業の概況

P2

P17
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■ 第１章　信書便事業の概況　

書状 請求書の類 会議招集通知の類

許可書の類 証明書の類 ダイレクトメール

信書に該当する文書の例

レセプト（診療報酬請求書等）

１　「信書」とは
「信書」とは、はがきや手紙のように、特
定の受取人に対して、差し出した人の意思を
表示したり、事実を通知する文書をいいます
（郵便法第４条第２項）。
はがきや手紙のほかにも、請求書や契約
書、招待状、証明書、一部のダイレクトメー
ルなども、特定の受取人に対し内容を伝える
ために送付する場合は「信書」に該当します。
「信書」は通信手段であり、憲法が保障す
る通信の秘密を保護する必要があることか

ら、「信書」についての秘密を侵すことは禁止
されています。また、他人の「信書」の送達
の事業は、郵便事業株式会社と信書便事業
者のみが行うことができ、宅配便やメール便
で「信書」の送付を行うことは禁止されてい
ます（Ｐ24参照）。
なお、信書便法では、「信書」そのものだけ

ではなく、信書の包装及びその包装に封入さ
れる信書以外の物を含めた「信書便物」を単位
として、様々な取扱いを定めています。

第１節 信書便事業とは
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書籍の類

乗車券の類

カタログ

クレジットカードの類

小切手の類

会員カードの類

プリペイドカードの類

ダイレクトメール

信書に該当しない文書の例

信書便物
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■ 第１章　信書便事業の概況　

（2）特定信書便事業

２信書便法の目的
信書便法は、「民間事業者による信書の送
達の事業の許可制度を実施し、その業務の
適正な運営を確保するための措置を講ずるこ
とにより、郵便法と相まって、信書の送達の
役務について、あまねく公平な提供を確保し
つつ、利用者の選択の機会の拡大を図り、もっ
て公共の福祉の増進に資する」ことを目的と
されています。

３信書便事業の類型
信書便事業には２つの類型があります。

「一般信書便事業」とは、「信書便の役務
を他人の需要に応ずるために提供する事業で
あって、その提供する信書便の役務のうちに
一般信書便役務を含むもの」です。
「一般信書便役務」とは、長さ、幅及び厚
さがそれぞれ 40cm以下、30cm以下及び
3cm以下であり、かつ、重量が250g以下
の信書便物を国内において差し出された日か
ら原則3日以内に送達する信書便の役務で
す。
一般信書便事業を営む許可を受けた一般
信書便事業者は、一般信書便役務を必ず提
供しなければなりませんが、他の信書便役務
については任意に提供することができます。
例えば、長さが 40cmを超える信書を送達
日数の制限を設けずに送達する役務を提供す
ることや、特定信書便事業の取り扱う長さ、
幅及び厚さの合計が 90cmを超える信書を
送達する役務も提供できます。もちろん、一

般信書便役務のみを提供することでもかまい
ません。
これは、従来、国家独占とされてきた信書
の送達の事業に競争原理を導入することによ
り、利用者の選択肢を拡大し、その利便の
向上を図ることを目指すとともに、引き続き、
信書の送達の役務の日本全国におけるあまね
く公平な提供（ユニバーサルサービスの提供）
を確保するため、これに支障のない範囲で信
書の送達の事業への民間事業者の参入を認め
るという趣旨を定めたものです。

 「特定信書便事業」とは、次のいずれかに
該当する信書便の役務のみを他人の需要に応
ずるために提供する事業です。
① 長さ、幅及び厚さの合計が 90cmを
超え、又は重量が 4kgを超える信書便
物を送達するもの（以下「1号役務」と
いいます。）。
② 信書便物が差し出された時から3時
間以内に当該信書便物を送達するもの
（以下「2号役務」といいます。）。
③ 料金の額が1,000 円を下回らない範
囲内において総務省令で定める額を超え
るもの（以下「3号役務」といいます。）。

（1）一般信書便事業
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(1号役務)

(2号役務)

(3号役務)

一般信書便事業

特定信書便事業
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■ 第１章　信書便事業の概況　
4 主な信書便サービス
　現在、信書便事業者が提供している主なサービスをご紹介します。

（1）巡回集配サービス
■対象信書の例：通知文書、依頼文書、指示文書
　一定のルートを巡回して、各地点で信書便物を順次引き受け、配達するサービスです。自治
体（本庁、出張所、学校、図書館ほか）、企業（本社、支社間ほか）や、大学（キャンパス間ほか）
などで利用されています。
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職員（非常勤）自ら、巡回先の職員との間で文書等の受渡しを行っていました。

信書便を利用する前は、文書等の集配業務どのような方法で行っていましたか。

A
Q

人件費節減のための検討をしていた際、平成１５年に信書便法が施行されることを
知り、庁内で検討の結果、文書等の集配業務に信書便を利用することにしました。

信書便サービスを導入することとした経緯を教えてください。

A
Q

信書便の導入にあわせて運用面についても改善を図り、各課から文書集配担当課への
提出期限を延長しました。職員が文書等の集配に従事していたときは、前日の午後３時
３０分を締切りとしていましたが､信書便事業者に委託している今は、前日の業務時間
終了時刻（午後5時15分）が締切りとなっています。

信書便を利用するに当たって集配業務について見直されたことなどはありますか。

A
Q

経費を随分節減することができました。取扱物数も多少減少しています（週ごとの集
配回数：３回→２回に減）が、予算規模で比較すると平成１６年度のほぼ半額に節減
できています。

信書便を導入してどのような効果がありましたか。

A
Q

信書便許可の申請手続が難題だと感じたが､九州総合通信局からの指導を受け、スムー
スに進めることができました。また、庁内福祉課との連携により､受託事業者が信書便
事業の開始に必要な補助金の交付（受託者のユニフォームや配送用車両の購入）を受
けることができました。

信書便を利用するに当たって苦労されたことや留意されたことはありますか。

A
Q

①受託事業者の通所者の所得向上及び自立への前進・社会参加ができたこと、②先駆
的なモデルとなることで全国各地の障害者の雇用拡大に寄与できることです。

信書便を導入してどのような効果がありましたか。

A
Q

佐賀県庁は、平成１７年４月から文書等の集配業務を特定信書便事業者に委託しており、平成22年度
は、本庁と県内の各市役所、町役場、水産講習所、県税事務所、窯業大学校、ハローワークなど計７４機関
を、週２回（火曜・金曜）、４コースの運行に分けて巡回する集配業務を委託しています。
以下は文書集配に関するご担当者の方からお聞きしたお話です。

伊万里市役所は、平成１９年４月から本庁と８つの出張所、各区長宅、５つの公民館、郵便局、図書館な
どの機関を、週２回（水曜・木曜）、大きく分けて３つの形態で巡回する文書等の集配業務を特定信書便
事業者に委託しています。
以下は文書集配に関するご担当者の方からお聞きしたお話です。

※利用者の声（巡回集配サービス）では、平成21年度版は世田谷区役所を、平成20年度版は大阪府庁
及び名古屋市役所を、それぞれ取り上げております。
詳しくは、総務省ＨＰ（http://www.soumu.go.jp/yusei/nenpou.html）をご参照下さい。

巡回集配サービス編
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■ 第１章　信書便事業の概況　

いつも良くしていただき、楽しく仕事をさせていただいています。

利用者である伊万里市からの意見や反応をどのように受け止めていますか。

A
Q

現在、水曜と木曜の週2回、信書便を扱わせていただいています。通所者が休んでも契
約は履行しなければならないため、代替要員の確保に努めています。
区長宅を巡回する木曜日のコースの場合、１台の車が午前中に30件以上を回ることに
なります。このため、配送員に巡回ルートをしっかり覚えてもらう必要があります。年度当
初にコースの変更があった場合、１台の車に予備の要員も同乗して配達先をしっかり覚
えてもらい、急きょ当番の人が休んでも予備の人で十分対応できるようにしています。
また、比較的重度の障害をもつ通所者にも当初よりもできるだけ多くが参加してもらえ
るように配慮してきています。

信書便サービスの提供を続けている中で、最近特に、
ご苦労されている点や工夫されている点を教えてください。

A

Q

残念だった点は思い当たりません。むしろ私たちの取組は、国の障がい者政策に合
致しているように思います。信書便の仕事は利用者（信書便事業に携わる通所者の
こと）に大変人気があり、配達先から声をかけてもらえることが大変嬉しいようで
す。結果として、利用者も挨拶がきちんとできるようになってきています。
また、信書便の配送用車両に同乗して作業をしているため、車に乗り込む行動など
が、配送業務に従事する前と比較して機敏になってきています。さらに、利用者に
支払う工賃も、全国平均より随分多くなってきました。

信書便サービスを数年続けてこられた経験から、
当初予想されたことよりも、良かった点・残念だった点があれば教えてください。

A

Q

最近も市の広報誌に表彰関係の記事が載り、周囲でも多くの方に知っていただきま
した。信書便の記事で有名になることで、クッキーの販売にも相乗効果が現れてい
ます。知名度が高まってきた結果、伊万里市内では当法人の名前を知らない人は誰
もいない、という状況です。信書便の配送車両が空いている時間でクッキーの移動
販売に出かけていますが、訪問先で断られることはなくなりました。

６月に情報通信月間大臣表彰を受賞され、世間の反応は何か変わりましたか。

A
Q

九州地方のＮＰＯ法人Cは、知的障がい者の方が楽しく働け
る作業所としてクッキー等の菓子の製造・販売を行っています
が、平成18年度に信書便事業に参入し、伊万里市の公文書等
の巡回集配サービスを提供しています。また、本年6月には、情
報通信の発展に貢献した団体として、平成22年度「情報通信
月間」総務大臣表彰を受賞されています。
以下は、信書便事業のご担当者からお聞きしたお話です。
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ある市長さんの声かけで信書便事業について知りました。郵政民営化の後、九州総合
通信局に相談をしながら参入を検討してきました。平成１９年度以来、２号役務、主に弔
電・祝電を扱ってきた次第。

信書便事業に参入することとした経緯を教えてください。

A
Q

入札という大きな壁があり、勉強させていただいた。しかし、振り返ってみれば良か
った面もあった。その中で障がい者の仕事の確保、地域への貢献、工賃すなわち賃
金の倍増計画など、多くのことに寄与することができたように思います。

サービスの提供に当たって苦労された点は何ですか。

A
Q

九州総合通信局から資料をもらって、職員に勉強してもらったり、誓約書を書いてもらう
ことを通して、秘密保護に対する意識を醸成しています。

信書の秘密の保護などについて、従業員や配送員に対する教育としては、
具体的にどのような取組をされていますか。

A

Q

初めは県から色々と御指導いただきましたが、今では無事に仕事を務めていると思い
ます。

利用者からの意見や反応をどのように受け止めていますか。

A
Q

同じく、九州地方の社会福祉法人Ｄは、平成19年に
信書便事業に参入し、平成21年度からは某企業体の
一員として、佐賀県の公文書等の集配サービスを提供
しています。
以下はこのサービスのご担当者からお聞きしたお話

です。
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■ 第１章　信書便事業の概況　

■対象信書の例：通知文書、指示文書、請求書
一定のルートを定期的に運行して、各地点で信書
便物を順次引き受け、配達するサービスです。企業
の内部（本社から支社、支社から営業所ほか）や、
企業間（取引先間ほか）などで利用されています。

（2）定期集配サービス

【通知】○○について
平素より・・・
さて、○○については、
・・・
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いわゆる「レセプト」（診療報酬請求書、
診療報酬明細書、調剤報酬請求書、調剤
報酬明細書を総称した文書で、医療機関（主
に病院）が作成し、審査支払機関（社会保
険診療報酬支払基金や国民健康保険団体
連合会）の審査を経て、保険者（市町村や
健康保険組合等）に請求がなされるものを
いう。）は、「特定の受取人に対し、差出人
の意思を表示し､又は事実を通知する文書」
であり、「信書」に該当します。
このため、レセプトの送達は、医療機関

自らが届ける場合を除き、信書便事業者又
は郵便事業株式会社に依らなければなりま
せん。
なお、信書の送達に該当するのは、紙レセ

プトを送る場合の話です（電子レセプトによ
るオンライン請求や、磁気レセプトを送る場
合は ､信書の送達に該当しません。）。
最近は、信書の定義や信書便に対する理

解が社会に浸透し、郵便事業株式会社のほ
か、特定信書便事業者がレセプトの送達を行
うケースが見られます。

患者

診療

保険者

（国民健康保険団体連合会）

（社会保険診療報酬支払基金）

請求額の支払

（市町村、組合、政府など）

診療報酬の請求
レセプト提出

診療報酬の支払

　（病院、診療所など）

医療機関

診療報酬の請求

患者負担金の支払 保険料の支払

保険証の交付

審査支払機関審査支払機関

「レセプト」について
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■ 第１章　信書便事業の概況　

■対象信書の例：請求書、領収書、見積書
請求書や領収書などの信書便物について、比較的
近い距離や限定された区域内を急送するサービスで
す。引き受けた配送員がそのまま直接配達する方法
と、ハブ機能をもたせた営業所を経由して運びつな
ぐ方法があります。

（3）ビジネス文書の急送サービス
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■対象信書の例：慶弔メッセージ
お祝いやお悔やみといったメッセージをインターネットや電話、FAXで受け付けた後、配達
先に比較的近い地域でメッセージカードを印刷し、そのカードを装飾が施された台紙やぬいぐ
るみなどと一緒に配達するサービスです。

（4）メッセージカードの配達サービス
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■ 第１章　信書便事業の概況　

メッセージカードの配達サービス編

近畿地方に本社のあるＡ社は、平成19年に信書便事業に参入し、様々な
台紙や花束などの装飾を付してお祝いやお悔やみのメッセージを送付する
サービスを提供しています。
以下はこのサービスのご担当者からお聞きしたお話です。

当社は出版会社で、関係会社の総務担当者に役立つことを考えていました。そ
の中で､電話料金の経費が下がらないという話を聞くようになり、調べると電報
代が高いようだったため、信書便の許可制度があることを知り、企業の儀礼の
需要があることを踏まえ、参入を検討しました。

信書便事業に参入することとした経緯を教えてください。

A

Q

１つ目は、配達網の確保。拠点作りのため、配達を請け負っていただけそうな会
社を一軒一軒お伺いし、特に、個人情報の固まりである信書を託せる相手かど
うかを見極めることにも苦労しました。現在３０社程度に配送を請け負っていた
だいています。２つ目は、システムの構築です。現在では、当社はシステムを完全
自動化しています。

サービスの提供に当たって苦労された点は何ですか。

A

Q

プライバシーマークの取得に向けた途中。それに則って更に秘密の保護に取り
組みたい。配送員への教育は、２・３月に１回は巡回してチェックしています。信
書便は手渡しを心がけており、宅配の「モノ」と信書の違いを認識させるのが難
しい。配送員は出かけていることが多いので、口頭指導ではなく、紙での教育が
必要です。

信書の秘密の保護などについて、従業員や配送員に対する教育としては、
具体的にどのような取組をされていますか。

A

Q

スピードや配送エリアの広さは未だかないませんが、元々一般の電報を使って
いたお客様からは、料金が安くなったと喜んでいただいています。

利用者からの意見や反応をどのように受け止めていますか。

A
Q
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メッセージカードの配達サービス編

近畿地方に本社のあるＢ社は、平成16年度に信書便事業に参入し、顔写
真等の画像を取り込むなど斬新な装飾を付して、お祝いやお悔やみのメッ
セージを送付するサービスを提供しています。
以下はこのサービスのご担当者からお聞きしたお話です。

当社はブライダル関係を扱っており、電報は預かる立場でした。以前、身内が友
人に一般の電報を送る際に４千円もかかって高いな､と感じていたところ、知人
の紹介で、民間事業者でも信書便に参入できるようになると聞き、当社も参入し
てみようと考えました。

信書便事業に参入することとした経緯を教えてください。

A
Q

１つ目は、配達網の確保。２つ目は、信書便事業許可を受けていない事業者
があり、信書の送達を行っていないかどうか確認のしようがないことです。

サービスの提供に当たって苦労された点は何ですか。

A
Q

プライバシーマークを取得し、４月、８月に従業員にＶＴＲを見せています｡新入社
員にも研修をしています。配送員に対しては、２年に１回抜き打ちチェックをして
います。協定事業者さんも平素から個人情報の取扱いを厳しく教育されている
ので助かっています。工夫としては、システムの画像を大きくして見やすくしてい
ることがあります。

信書の秘密の保護などについて、従業員や配送員に対する教育としては、
具体的にどのような取組をされていますか。

A

Q

お客様からは、信書便の電報類似サービスを知らなかった、こちらに切り替
えて経費が安くなった、という声を聞きます。これだけの画像が使えてこん
なに安いといわれています。電報は普通捨てにくいので、しばらくの間押し
入れにしまってしまうのを、アルバム風にすることで､後で使えるような台
紙にしています。

利用者からの意見や反応をどのように受け止めていますか。

A
Q
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■ 第１章　信書便事業の概況　

メッセージカードの配達サービス編

この１年間の間に、信書便事業者によるメッセージカードの配達サービスを利用
されているお客様に、幾つかの質問にお答えいただきましたので､その一部をご紹
介します。

①信書便サービスを利用することとした経緯を教えてください。
②現在利用しているサービスを知ったきっかけを教えてください。
③これまで信書便サービスを利用して感じた利点を教えてください。
④今受けているサービスに対して更に望むことは何ですか。
⑤信書の定義を御存じでしたか。

①経費削減のため
②信書便事業者からの案内
③料金が安い点
④特になし
⑤知らなかった。

①当社は販売会社ですが、取引先企業の社長様の誕生日に
　“バースデー電報”を送ることにしたためです。
②信書便事業者からの案内で知りました。
③新商品の画像を電報メッセージに入れて、
　新商品のアピールもでき、一石二鳥となりました。

①偶然インターネットで知り、利用してみました。
②文字代込みで千円程度の値段で注文できるのは、大変魅力的です。
　私が働いている会社でも、このサービスの利用を勧めています。

①経費削減のため

②取引先からの紹介

③料金が安い点

④即日配達のエリア拡大、締め切り時間の延長

⑤あまり知らない

Dさん
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１　参入事業者数と役務の種類別
 提供者数の推移
一般信書便事業への参入はないものの、特
定信書便事業への参入は増加を続けており、
平成２１年度末時点で３１７者となっています。
役務別に見ると、１号役務を提供する事業者の

増加が目立ち、１号役務と３号役務を提供する事

業者の割合が多くなっています。このうち１号役務
については地方公共団体における公文書集配業
務の受託を見込んで、また３号役務については１号
役務の条件に満たない信書便物も取り扱えるよう、
許可を取得する事業者が多いことが、主な要因で
あると考えられます。

第2節 信書便事業の概況

■ 図表1　事業者数及び役務の種類別提供者数の推移

※複数の役務を提供する事業者がいるため、事業者数と役務の種類別提供者数の合計は一致しません。
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■ 第１章　2節　信書便事業の概況　

■ 図表2　参入事業者の法人形態

合資会社

50

150

250

平成20年度
平成21年度

（者数）

２　参入事業者の法人形態、規模、
主たる事業

信書便事業者における法人の形態は、株
式会社が最も多く、昨年度から２４者増えて
２１９者となっています。次いで特例有限会社
の４７者、協同組合の２６者です。
次に、会社形態の参入事業者を資本金規
模別に見ると、3千万円未満が全体の6割を、
その中でも1千万円未満が約17％を占めて

おり、個人事業主などの存在をあわせ考える
と、小規模な事業者による参入も比較的容易
であるとみることができます。
また、信書便事業の他に営んでいる事業と
しては、貨物運送事業（荷物の宅配サービス
が代表的なものです）が大多数を占めており
（約７９％）、その他に警備業や、障がい者福
祉事業などがみられます。 
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※317者のうち個人事業者は12者

■ 図表4　参入事業者が営む主たる事業（平成21年度末時点）

事業者数業 種 別

貨物運送業

警備業

障がい者福祉事業

電気通信サービス業

廃棄物処理業

ビルメンテナンス業

旅客運送業

製造業

251

8

7

5

5

5

3

1

事業者数業 種 別

信書送達業

情報サービス業

不動産業

建設業（造園工事）

教育、学習支援業

その他卸売・小売業

その他サービス業

2

1

2

1

1

5

17

電気機械器具小売業 3 計 317

■ 図表3　会社形態の参入事業者の資本金規模（平成21年度末時点）

（21社）

（12社）

（33社）

（109社）

（71社）

（12社）

（9社）
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■ 第１章　2節　信書便事業の概況　

2
73

16

12

11
17

12

24

5 8 29

48

60

101

7

6 6
3

5

42
48

23
8

45

44

2 3

6
8

5
26

70

38

22

8

31

31

13 19

5
10

4

3　本社所在地別の参入状況
参入事業者の本社所在地別の内訳について

は、関東（約３２％）・近畿（約２０％）・九州（約
１５％）に本社を置く事業者が比較的多くみら
れます。

ただし、その他の管内においても、着実に参
入事業者が増え続けています。

■ 図表5　本社所在地別事業者数及び役務別提供者数（平成２１年度末時点）
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4　引受通数の推移等
事業者数の増加にあわせて引受通数も伸び

ており、平成21年度においては全体で約529
万通（対前年度比約1.2倍）となりました。

役務別に見ると、引受通数のうち、1号役
務は約327 万通（約 62％）、次いで３号役
務が約139万通（約26％）、２号役務は約
63万通（約12％）となっています。 

15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末
0

100

200

300

400

500

600

15.3(99.3%)

0.1(0.7%)

0(0.0%) 8.8(9.5%)

42.3
(45.4%)

57.2
(23.4%)

132.7
(54.2%)

54.8
(22.4%)

42.1
(45.2%)

95.8
(27.9%)

175.9
(51.2%)

71.6
(20.9%)

89.1
(23.2%)

56.7
(14.8%)

237.5
(62.0%)

103.7
(24.4%)

44.5
(10.5%)

276.5
(65.1%)

138.7
(26.3%)

62.8
(11.9%)

326.9
(61.8%)

約425万通

約529万通

約383万通

約343万通

約245万通

約93万通

約15万通

（万通）

■ 図表6　役務別引受数の推移（単位：万通）
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■ 第１章　2節　信書便事業の概況　
5　売上高の推移
引受通数の増加にあわせて売上高も伸びて
おり、平成21年度においては全体で約43億
円（対前年度比約1.2倍）となりました。

役務別に見ると、売上高総額のうち、3号
役務が約22億円（約52％）、次いで１号役
務が約19 億円（約 45％）、２号役務は約
１億円（約3％）となっています。

45

50

15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末

0(11.7%)
0.2(88.2%)

0(0.1%) 0.4(7.5%)

0.7(13.1%)

4.1
(79.4%)

10.1
(45.6%)

2.1
(9.5%)

9.9
(44.9%)

14.7
(50.3%)

1.8
(6.0%)

12.7
(43.7%)

18.1
(52.2%)

1.2
(3.5%)

15.3
(44.3%)

19.2
(44.7%)

1.4
(3.2%)

22.4
(52.1%)

5.1
(43.0%)

1.1
(9.4%)

5.7
(47.4%)

約43億円

約35億円

約29億円

約22億円

約12億円

約5億円

約0.3億円

■ 図表7　役務別売上高の推移（億円）
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第 章2

信書便事業に関する制度及び動向

　１　事業開始までの流れ
　２　事業の実施に関する許認可の基準
　３　事業開始後の遵守事項
　４　事後的な監督

　１　「特定信書便マーク」について
　２　信書の送達サービス受付用への115番の
　　　使用について

第１節

第５節 信書便事業に関する施策

P24
第２節

他人の信書の送達に関する適法性の確保

P26
第３節 個人情報保護の推進 P27
第４節 信書便事業に参入するには P28

P32

信書便制度の周知

信書便事業は平成15年から新たに参入が可能となりました。
まだまだ新しい事業であることから、総務省において、全国各地で信書便
事業に関する周知・広報に取り組んでいます。
また、個人情報の保護に関する国民の意識が高まるなか、信書便事業分野
においても適切に個人情報保護が図られるよう、総務省としても必要な施
策を講じているところです。
この章では、こうした信書便事業に関する総務省の取組についてご紹介します。

第 章2
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■ 第２章　信書便事業に関する制度及び動向　
第1節 他人の信書の送達に関する適法性の確保

他人の信書の送達は、郵便又は信書便でし
か行えないことが法律で定められています。そ
のため、郵便を取り扱う郵便事業株式会社以
外の者が他人の信書の送達の事業を行うには､
信書便事業の許可を取得する必要があります。
こうしたルールが法律で定められている理由は、
信書の送達が、宅配便やメール便のような「物の
運送」ではなく「通信」手段の一つであるためです。
総務省では、こうした法律の趣旨について､

信書便事業説明会（Ｐ26参照）などで周知す
るほか、これに違反すると認められる事案に対
して、差出人と送達事業者の双方に対し、再度
繰り返すことのないよう、説明・指導をしていま
す。（過去5年間（平成１7年度～平成２１年度）
で計48件）
総務省としては、今後とも、こうした法律の趣旨

について周知を進めるとともに、法律に違反する
と認められる事案に対して指導をしてまいります。

信書の送達に関する判断例

病院が社会保険診療報酬支払基金など審査支払機関に提出する、診療報酬請求書に診療報酬明細
書を添付した書類一式を送る場合はどうですか？

ある学校の卒業生で構成される「校友会」が、その学校の卒業生に対して募金を求める文書を送る
行為は信書の送達に当たりますか？

特定の学校の卒業生で構成される「校友会」がその学校の卒業生に対して募金を求める内容で
あれば信書に当たりますので、これを送達する場合は郵便か信書便をご利用ください。

審査支払機関に対して被保険者が所属する健康保険組合等からの支払に必要な書類の審査を依
頼する文書は信書に当たりますので、郵便又は信書便をご利用ください。

金融機関などが発行している約款をお客様に送る場合はどうですか？

約款の記載内容は特定の人に対するものではないため信書には当たりません。このため、金融
機関が口座を開設したお客様に対して、例えばキャッシュカード（信書にはあたりません）に
約款を同封して送る場合は郵便・信書便以外のサービスで送ることは問題ありません。

ある人に誕生日プレゼント（貨物）を送るに当たって、その中にメッセージ文を同封したいのですが、
このような方法は、郵便法違反に当たりませんか？

そのプレゼントの送付に密接に関連し、貨物に従として添えられる簡単な通信文（「添え状」・
「送り状」の範囲）でしたら、問題ありません。プレゼントを送るきっかけとなったお祝いの
言葉や一般的な挨拶の文言などは許容範囲といえます。

ケース ①

ケース ③

ケース ④

ケース ②



第
１
章

第
２
章

資
料
編

コ
ラ
ム

本 編　25

信 書 便 年 報 2 0 1 0

平成○年○月○日

　　

○○ツアーの出発のご案内
　
　秋も深まりましたが、次のとおり集合してください。
　
　1.　日時　11月3日（水）
　2.　場所　渋谷バスターミナル

以上　
　

旅行の申込みをされたお客さまに対し、旅行キットをお送りする際に、旅行キットを入れたポーチの
中に「出発のご案内」と題した、日程や宿泊先や集合手続の指示の内容を含む文書を同封しても、
信書の送達には当たらないと考えてよいでしょうか？

このようなケースは、特定の受取人に対して、差出人の意思又は事実を通知する内容を伝える
文書を含んでいることが明らかですので、郵便か信書便をご利用ください。

他社と結んだ契約書を、保管のために支店から本社に送付することは、信書の送達に当たりますか。

保管のために他の部署に送ることは、組織の中での物理的な移動に過ぎないと解されるので、
このような場合は信書の送達には当たりません。

会場に届けられたメッセージが紙などの文書になると信書になりますが、それをその場で、他
人が名宛人に手渡したとしても、信書を送達したとまでは言えません。
しかし、その文書を自宅へ送付する場合は、他人の信書を送達することに該当しますので、郵
便か信書便をご利用ください。

ケース ⑤

ケース ⑥

通信販売のカタログの送付に当たって、これに添付する注文用紙の申込者の欄に、あらかじめ受取
人の住所・氏名等を印字しますが、これは信書に当たりますか？

注文用紙にあらかじめ受取人の住所・氏名等を印字することは、本来受取人が記入すべきものを
その手間を省くために便宜的に記入してあげているに過ぎず、受取人に対して意思を表示、又は
事実を通知しているものではありませんので、このような注文用紙は信書に当たりません。

ケース ⑦

生命保険の勧誘のためのパンフレットに、勧誘相手（顧客）に関する独自の保険プランを作成して提
案するような内容を盛り込んでいる場合、信書に当たりますか。

個別のプランを提案しているようなものは、特定の受取人に対して差出人の意思を表示する文書な
ので、信書に当たります。これを封書等で顧客に送られる場合は郵便か信書便をご利用ください。

ケース ⑧

結婚式や葬儀の会場に、インターネットやファックス等により祝辞や弔辞等のメッセージを送った場
合、このメッセージ（プリントアウトしたもの）を当該会場内で名宛人に手渡す行為は、他人の信書の
送達に当たりますか。
また、その文書を後で名宛人の自宅へ送付することについてはどうですか。

ケース ⑨

通販○○
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2000
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総務省では、信書を適切に送っていただき、
また信書便事業について知っていただくため、
信書の定義や信書便制度などについての説明
会を開催しております。
平成２１年度は１７箇所でこの説明会を開催
し、信書便事業者の利用をご検討されている
１８５団体、信書便事業への参入をご検討さ
れている１０１団体にご参加いただきました。

説明会は、総合通信局及び沖縄総合通信
事務所（全国１１箇所）を単位として開催して
おります。年度ごとに開催時期や開催場所を
検討しておりますので、ご興味をお持ちの方は
総合通信局又は沖縄総合通信事務所のホーム
ページをご覧いただくか、お電話などにてお問
い合わせください（Ｐ57参照）。

第2節 信書便制度の周知

■ 図表8　信書便事業説明会の実施状況
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第 3節 個人情報保護の推進

信書便事業者は平成20年３月に公表され
た「信書便事業分野における個人情報保護に
関するガイドライン」に基づき、氏名や生年
月日など特定の個人を識別する情報、いわゆ
る個人情報の扱いについて、例えば利用目的
をできる限り特定し、その達成に必要な範囲

で取り扱うことや、本人の同意なき第三者提
供を制限することなど、適正な取扱いするこ
とが求められています。
このガイドラインの規定に加え、信書便事業者
はプライバシーポリシー等によりお客様情報を安
全に管理するよう措置を講じることになっています。

■ 図表9　信書便事業分野における個人情報保護に関するガイドラインの概要（抜粋）

■ 図表10　「信書の秘密の保護」と「個人情報の保護」との関係
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第4節 信書便事業に参入するには

1 事業開始までの流れ
信書便サービスを提供するためには、信書便

事業の許可、信書便約款（サービスの提供条件
について定めたもの）の認可、信書便管理規程（信
書便物の秘密を保護するための業務上の管理

方法について定めたもの）の認可、を得ることが
必要です。
以下に、サービスの提供開始までの一般的な

手続の流れを紹介いたします。
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2 事業の実施に関する許認可の基準
　信書便事業の実施に関する主な許認可の基準は以下のとおりです。
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■ 第２章　信書便事業に関する制度及び動向　

3 事業開始後の遵守事項
　信書便事業の実施にあたっては以下の事項を遵守する必要があります。
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4 事後的な監督
　



本 編　32
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第5節 信書便事業に関する施策

１「特定信書便マーク」について
特定信書便事業者からは、信書を取り扱う
ことが可能であることを明解に示すシンボル
類の制定に対する要望が強く寄せられてきま
した。
このようなシンボル類を制定することには、
次のような効果が期待されます。
(1) 利用者が特定信書便事業者を容易に
識別可能になる。
(2) 特定信書便事業者に対する信頼性の
向上を通じ、特定信書便事業全体の活
性化に資する。
(3) 特定信書便事業者自身の適正な業務
運行継続のインセンティブとなる。
このような観点を踏まえ、特定信書便
事業者の総意に基づき、平成22年3月に、
総務省において「特定信書便マーク」を制定

しました。

　マークのデザイン
このマークは ､総務省が特定信書便事業
者の応募の中から公正に選定したものです。
平和の象徴であるハトが、「信書」を運ん
でいる姿を表現したもので、古代から通信を
担ってきた伝書鳩が､信書を安全・確実に送
り届けることをイメージさせる作品です。背景
のブルー色は、「希望」「冷静」のイメージ（“Blue 
Bird”（青い鳥・希望の鳥））から、リボン付
きの信書を大切な相手に向けて無事に届ける
願いを込めています。
なお、本マークは、総務省から商標登録をし

ています。特定信書便事業者は、商標に係る
通常使用権の許諾を受けることにより､特定信
書便マークを無料で使用することができます。

色（ＪＩＳ慣用色名）　　　　　 コバルトブルー
マークの大きさ（縦・横の比率） 縦：横 ＝ １：１
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電報類似サービス受付用（電報に準ずる特定信書便役務）への115番の使用方法

2　信書の送達サービス受付用へ
 の 115番の使用について
115番は電報受付用の電話番号とされており、これ

までＮＴＴの電報の受付に使用されてきました。
一方、信書便サービスの１つに、電話やインター

ネット等により受け付けたメッセージ等を印刷し、装
飾が施された台紙等に添付して配達するサービス（電
報類似サービス）があります。
総務省では、電報類似サービスの利用状況、特

定信書便事業者からの要望などを踏まえ、平成20
年４月より「信書の送達サービス受付用への115番の
使用に関する検討会」（座長：相田仁 東京大学大学
院教授）を開催し、115番の新たな使用方法につい
て検討を行ってきました。
検討会では115番を利用する利用者の利便性確

保の観点から検討を行い、電報と遜色のないもので
ある等一定の条件（受付時間、配達時間、配達地域
等）の下、特定信書便事業者が提供する電報類似サー

ビスの受付用に115番を使用することは問題ないとの
結論を得ました。これを受けて、平成２１年６月１日に、
総務省において「電気通信番号規則の細目を定めた
件（告示）」の一部改正を行い、115番は電報受付用
に加え、特定信書便事業者が提供する電報類似サー
ビス（提供条件が電報に準ずる特定信書便役務）の
受付用にも使用可能となりました。
また、告示改正にあわせて、利用者の利便性確保

のため、検討会報告書が求める115 番により信
書の送達サービス受付を行う場合の利用者への
周知方法や基本的なサービス水準等、その具体
的内容を定めた「信書の送達サービス受付用への
115番の使用に関するガイドライン」が財団法人
電気通信事業者協会において策定されました。
当該告示及びガイドラインに沿った形で115

番が使用されることにより、多様で利便性の高い
電報や電報類似サービスが提供されることが期
待されます。
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■ 資料１民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）　

目次
第一章　総則（第一条－第五条）
第二章　一般信書便事業
第一節　事業の許可（第六条－第十五条）
第二節　業務（第十六条－第二十五条）
第三節　監督（第二十六条－第二十八条）
第三章　特定信書便事業（第二十九条－第三十三条）
第四章　雑則（第三十四条－第四十二条）
第五章　罰則（第四十三条－第五十一条）
附則

第一章　総則
（目的）

第一条　この法律は、民間事業者による信書の送達の事業の許可制度を実施し、その業務の適正な運営を確
保するための措置を講ずることにより、郵便法（昭和二十二年法律第百六十五号）と相まって、信書の送
達の役務について、あまねく公平な提供を確保しつつ、利用者の選択の機会の拡大を図り、もって公共の
福祉の増進に資することを目的とする。

（定義）
第二条　この法律において「信書」とは、郵便法第四条第二項に規定する信書をいう。
２　この法律において「信書便」とは、他人の信書を送達すること（郵便に該当するものを除く。）をいう。
３　この法律において「信書便物」とは、信書便の役務により送達される信書（その包装及びその包装に封
入される信書以外の物を含む。）をいう。
４　この法律において「一般信書便役務」とは、信書便の役務であって、次の各号のいずれにも該当するも
のをいう。
一　長さ、幅及び厚さがそれぞれ四十センチメートル、三十センチメートル及び三センチメートル以下で
あり、かつ、重量が二百五十グラム以下の信書便物を送達するもの
二　国内において信書便物が差し出された日から三日（国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第
百七十八号）に規定する休日その他総務省令で定める日の日数は、算入しない。）以内（信書便物が、
地理的条件、交通事情その他の条件を勘案して総務省令で定める地域から差し出され、又は当該地域
にあてて差し出される場合にあっては、三日を超え二週間を超えない範囲内で総務省令で定める日数以
内）に当該信書便物を送達するもの

５　この法律において「一般信書便事業」とは、信書便の役務を他人の需要に応ずるために提供する事業で
あって、その提供する信書便の役務のうちに一般信書便役務を含むものをいう。
６　この法律において「一般信書便事業者」とは、一般信書便事業を営むことについて第六条の許可を受け
た者をいう。
７　この法律において「特定信書便役務」とは、信書便の役務であって、次の各号のいずれかに該当するも
のをいう。
一　長さ、幅及び厚さの合計が九十センチメートルを超え、又は重量が四キログラムを超える信書便物を
送達するもの
二　信書便物が差し出された時から三時間以内に当該信書便物を送達するもの
三　その料金の額が千円を下回らない範囲内において総務省令で定める額を超えるもの

８　この法律において「特定信書便事業」とは、信書便の役務を他人の需要に応ずるために提供する事業で
あって、その提供する信書便の役務が特定信書便役務のみであるものをいう。
９　この法律において「特定信書便事業者」とは、特定信書便事業を営むことについて第二十九条の許可を
受けた者をいう。
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（郵便法の適用除外）
第三条　郵便法第四条第二項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。
一　一般信書便事業者が信書便物の送達を行う場合
二　特定信書便事業者が特定信書便役務に係る信書便物の送達を行う場合
三　一般信書便事業者又は特定信書便事業者から信書便の業務の一部の委託を受けた者が当該委託に係
る信書便物の送達を行う場合
四　一般信書便事業者又は特定信書便事業者と信書の送達の事業に関する協定又は契約を締結した外国
信書便事業者（外国の法令に準拠して外国において信書の送達の事業を行う者をいう。以下同じ。）が
当該協定又は契約に基づき信書便物の送達を行う場合

（検閲の禁止）
第四条　一般信書便事業者又は特定信書便事業者の取扱中に係る信書便物の検閲は、してはならない。

（秘密の保護）
第五条　一般信書便事業者又は特定信書便事業者の取扱中に係る信書の秘密は、侵してはならない。
２　信書便の業務に従事する者は、在職中信書便物に関して知り得た他人の秘密を守らなければならない。
その職を退いた後においても、同様とする。

第二章　一般信書便事業
　第一節　事業の許可
（事業の許可）

第六条　一般信書便事業を営もうとする者は、総務大臣の許可を受けなければならない。
　
第七条　（略）

　（欠格事由）
第八条　次の各号のいずれかに該当する者は、第六条の許可を受けることはできない。
　一　一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日
から二年を経過しない者
　二　一般信書便事業又は特定信書便事業の許可の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者
（当該許可を取り消した者が法人である場合においては、当該取消しに係る聴聞の通知が到達した日（行
政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条第一項の通知が到達した日（同条第三項により通知が到達
したものとみなされた日を含む。）をいう。）前六十日以内にその法人の役員であった者で当該取消しの日
から二年を経過しないものを含む。）
　三　法人であって、その役員のうちに前二号のいずれかに該当する者のあるもの

第九条　（略）

（氏名等の変更）
第十条　一般信書便事業者は、第七条第一項第一号又は第三号に掲げる事項に変更があったときは、遅滞な
く、その旨を総務大臣に届け出なければならない。

（事業計画の遵守義務）
第十一条　一般信書便事業者は、その業務を行う場合には、第六条の許可に係る事業計画（以下この章にお
いて単に「事業計画」という。）に定めるところに従わなければならない。

（事業計画の変更）
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第十二条　一般信書便事業者は、事業計画の変更（第三項に規定するものを除く。）をしようとするときは、
総務大臣の認可を受けなければならない。
２　第九条の規定は、前項の認可について準用する。
３　一般信書便事業者は、総務省令で定める軽微な事項に関する事業計画の変更をしたときは、遅滞なく、
その旨を総務大臣に届け出なければならない。

（事業の譲渡し及び譲受け等）
第十三条　一般信書便事業の譲渡し及び譲受けは、総務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。
２　一般信書便事業者たる法人の合併及び分割は、総務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。
ただし、一般信書便事業者たる法人と一般信書便事業を営まない法人が合併する場合において一般信書便
事業者たる法人が存続するとき、又は一般信書便事業者たる法人が分割をする場合において一般信書便事
業を承継させないときは、この限りでない。
３　第八条及び第九条の規定は、前二項の認可について準用する。
４　第一項の認可を受けて一般信書便事業を譲り受けた者又は第二項の認可を受けて一般信書便事業者たる
法人が合併若しくは分割をした場合における合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人若し
くは分割により一般信書便事業を承継した法人は、第六条の許可に基づく権利義務を承継する。

（相続）
第十四条　一般信書便事業者が死亡した場合において、相続人（相続人が二人以上ある場合においてその協
議により当該一般信書便事業を承継すべき相続人を定めたときは、その者。次項において同じ。）が被相
続人の営んでいた一般信書便事業を引き続き営もうとするときは、被相続人の死亡後六十日以内に、総務
大臣の認可を受けなければならない。
２　相続人が前項の認可の申請をした場合には、被相続人の死亡の日からその認可をする旨又はその認可を
しない旨の通知を受ける日までは、被相続人に対してした一般信書便事業の許可は、その相続人に対して
したものとみなす。
３　第八条及び第九条の規定は、第一項の認可について準用する。
４　第一項の認可を受けた者は、被相続人に係る第六条の許可に基づく権利義務を承継する。

第十五条・第十六条　（略）

（信書便約款）
第十七条　一般信書便事業者は、信書便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定める事項に係るも
のを除く。）について信書便約款を定め、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。
２　総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認可をし
なければならない。
　一　信書便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項、信書便の役務に関する料金の
収受に関する事項その他一般信書便事業者の責任に関する事項が適正かつ明確に定められていること。
　二　特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

第十八条　（略）

（一般信書便役務の提供義務等）
第十九条　（略）
２　（略）
３　一般信書便事業者は、第十七条第一項の認可を受けた信書便約款によらなければ一般信書便役務以外の
信書便の役務を提供してはならない。
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（信書便物であることの表示）
第二十条　一般信書便事業者は、信書便物を引き受けたとき、又は信書の送達の事業に関する協定若しくは
契約を締結した外国信書便事業者から信書便物を引き渡されたときは、総務省令で定める場合を除き、総
務省令で定めるところにより、当該信書便物の表面の見やすい所に当該一般信書便事業者の取扱いに係る
信書便物であることを表示しなければならない ｡

（還付できない信書便物の措置）
第二十一条　一般信書便事業者は、受取人不明その他の事由により信書便物を送達することができない場合
において、差出人不明その他の事由により当該信書便物を差出人に還付することができないときは、総務
省令で定めるところにより、当該信書便物を開くことができる。
２　一般信書便事業者は、前項の規定により当該信書便物を開いてもなお当該信書便物を送達し、又は差出
人に還付することができないときは、総務省令で定めるところにより、当該信書便物を管理しなければな
らない。

（信書便管理規程）
第二十二条　一般信書便事業者は、その取扱中に係る信書便物の秘密を保護するため、総務省令で定めると
ころにより、信書便の業務の管理に関する事項について信書便管理規程を定め、総務大臣の認可を受けな
ければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２　総務大臣は、信書便管理規程が一般信書便事業者の取扱中に係る信書便物の秘密を保護するものとして
適当であると認めるときは、前項の認可をしなければならない。
３　一般信書便事業者及びその従業者は、信書便管理規程を守らなければならない。

（業務の委託）
第二十三条　一般信書便事業者は、信書便の業務の一部を委託しようとするときは、総務大臣の認可を受け
なければならない。
２　総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認可をし
なければならない。
一　当該委託を必要とする特別の事情があること。
二　受託者が当該業務を行うのに適している者であること。

（他の一般信書便事業者との協定等）
第二十四条　一般信書便事業者は、他の一般信書便事業者又は特定信書便事業者と信書の送達の事業に関す
る協定又は契約（信書便の業務の一部の委託に関するものを除く。次項及び次条において同じ。）を締結
しようとするときは、総務大臣の認可を受けなければならない。
２　総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認可をし
なければならない。
一　当該協定又は契約の締結を必要とする特別の事情があること。
二　一般信書便役務を提供するための協定又は契約でないこと。

第二十五条  （略）一般信書便事業者は、外国信書便事業者と信書の送達の事業に関する協定又は契約を締
結しようとするときは、総務大臣の認可を受けなければならない。

第三節　監督
（事業計画の遵守命令）

第二十六条　総務大臣は、一般信書便事業者が第十一条の規定に違反していると認めるときは、当該一般信
書便事業者に対し、事業計画に従い業務を行うべきことを命ずることができる。
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（事業改善の命令）
第二十七条　総務大臣は、一般信書便事業の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは、一般信
書便事業者に対し、次に掲げる事項を命ずることができる。
一　事業計画、信書便約款又は信書便管理規程を変更すること。
二　（略）
三　前二号に掲げるもののほか、事業の運営を改善するために必要な措置をとること。

（許可の取消し等）
第二十八条　総務大臣は、一般信書便事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、六月以内において期
間を定めて事業の全部若しくは一部の停止を命じ、又は第六条の許可を取り消すことができる。
一　この法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又は許可若しくは認可に付した
条件に違反したとき。
二　第八条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。

第三章　特定信書便事業
（事業の許可）

第二十九条　特定信書便事業を営もうとする者は、総務大臣の許可を受けなければならない。

（許可の申請）
第三十条　前条の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を総務大臣に提出しなけれ
ばならない。
一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
二　信書便物の送達の方法その他総務省令で定める事項に関する事業計画
三　他に事業を行っているときは、その事業の種類

２　前項の申請書には、事業収支見積書その他総務省令で定める事項を記載した書類を添付しなければなら
ない。

（許可の基準）
第三十一条　総務大臣は、第二十九条の許可の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときでなけれ
ば、同条の許可をしてはならない。
一　その事業の計画が信書便物の秘密を保護するため適切なものであること。
二　前号に掲げるもののほか、その事業の遂行上適切な計画を有するものであること。
三　その事業を適確に遂行するに足る能力を有するものであること。

（事業の休止及び廃止）
第三十二条　特定信書便事業者は、その事業を休止し、又は廃止したときは、その日から三十日以内に、そ
の旨を総務大臣に届け出なければならない。

（準用）
第三十三条　第八条の規定は特定信書便事業の許可について、第十条から第十四条まで、第十七条、第十九
条第三項、第二十条から第二十八条まで（第二十七条第二号を除く。）の規定は特定信書便事業者につい
てそれぞれ準用する。この場合において、第八条、第十一条、第十三条第四項、第十四条第四項及び第
二十八条中「第六条」とあるのは「第二十九条」と、第十条中「第七条第一項第一号又は第三号」とある
のは「第三十条第一項第一号又は第三号」と、第十二条第二項、第十三条第三項及び第十四条第三項中「第
九条」とあるのは「第三十一条」と、第十九条第三項中「一般信書便役務以外の信書便の役務」とあるの
は「特定信書便役務」と、第二十七条第三号中「前二号」とあるのは「第一号」と読み替えるものとする。
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第四章　雑則
（許可等の条件）

第三十四条　この法律に規定する許可又は認可には、条件又は期限を付し、及びこれを変更することができ
る。
２　前項の条件又は期限は、許可又は認可に係る事項の確実な実施を図るため必要な最小限度のものに限り、
かつ、当該許可又は認可を受ける者に不当な義務を課することとならないものでなければならない。

（適用除外）
第三十五条　第六条及び第二十九条の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。
一　運送営業者がその運送方法により貨物に添付する無封の添え状又は送り状の送達を行う場合
二　一般信書便事業者又は特定信書便事業者から信書便の業務の一部の委託を受けた者が当該委託に係る
信書便物の送達を行う場合
三　一般信書便事業者又は特定信書便事業者と信書の送達の事業に関する協定又は契約を締結した外国信
書便事業者が当該協定又は契約に基づき信書便物の送達を行う場合

（報告の徴収及び立入検査）
第三十六条　総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、総務省令で定めるところにより、一般信
書便事業者又は特定信書便事業者に対し、その事業に関し、報告をさせることができる。
２　総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、一般信書便事業者又は特定信書便事
業者の事務所その他の事業場に立ち入り、業務若しくは経理の状況若しくは事業の用に供する施設、帳簿、
書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。
３　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったとき
は、これを提示しなければならない。
４　第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

（審議会等への諮問）
第三十七条　総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）
第八条に規定する機関をいう。）で政令で定めるもの（次条第二項において「審議会等」という。）に諮問
しなければならない。
一　第二条第四項第二号、同条第七項第三号、第九条第二号又は第十六条第二項第二号の総務省令を制定
し、又は改廃しようとするとき。
二　第六条若しくは第二十九条の規定による許可又は第十二条第一項、第十七条第一項若しくは第二十二
条第一項（これらの規定を第三十三条において準用する場合を含む。）の規定による認可をしようとす
るとき。
三　第二十七条（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定による命令をし、又は第二十八条第
一号（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定による許可の取消しをしようとするとき。

（聴聞の特例）
第三十八条　総務大臣は、第二十六条から第二十八条まで（これらの規定を第三十三条において準用する場
合を含む。）の規定による処分をしようとするときは、行政手続法第十三条第一項の規定による意見陳述
のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。
２　前項に規定する処分に係る聴聞を行う場合において、当該処分が前条の規定により審議会等に諮問すべ
きこととされている処分であるときは、当該処分に係る聴聞の主宰者は、審議会等の委員のうちから、審
議会等の推薦により指名するものとする。
３　第一項に規定する処分に係る聴聞の主宰者は、行政手続法第十七条第一項の規定により当該処分に係る
利害関係人が当該聴聞に関する手続に参加することを求めたときは、これを許可しなければならない。
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（不服申立ての手続における意見の聴取）
第三十九条　この法律の規定による処分についての審査請求又は異議申立てに対する裁決又は決定は、審査
請求人又は異議申立人に対し、相当な期間を置いて予告をした上、意見の聴取をした後にしなければなら
ない。
２　前項の予告においては、期日、場所及び事案の内容を示さなければならない。
３　第一項の意見の聴取に際しては、審査請求人又は異議申立人及び利害関係人に対し、当該事案について
証拠を提示し、意見を述べる機会を与えなければならない。

（総務省令への委任）
第四十条　この法律に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、総務省令で定める。

（経過措置）
第四十一条　この法律の規定に基づき総務省令を制定し、又は改廃する場合においては、その総務省令で、
その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過
措置を含む。）を定めることができる。

（権限の委任）
第四十二条　この法律に規定する総務大臣の権限は、総務省令で定めるところにより、その一部を総合通信
局長又は沖縄総合通信事務所長に委任することができる。

第五章　罰則
第四十三条　一般信書便事業者又は特定信書便事業者の取扱中に係る信書便物を正当の事由なく開き、き損
し、隠匿し、放棄し、又は受取人でない者に交付した者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処
する。ただし、刑法（明治四十年法律第四十五号）の罪に触れるときは、その行為者は、同法の罪と比較
して、重きに従って処断する。
２　前項の罪の未遂は、罰する。

第四十四条　一般信書便事業者又は特定信書便事業者の取扱中に係る信書の秘密を侵した者は、一年以下の
懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
２　信書便の業務に従事する者が前項の行為をしたときは、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。
３　前二項の罪の未遂は、罰する。

第四十五条　第二十八条（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定による事業の停止の命令に違
反した者は、一年以下の懲役又は百五十万円以下の罰金に処する。

第四十六条　次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。
一　第十二条第一項（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定に違反して事業計画を変更した
者
二・三　（略）
四　第十九条第二項の規定又は同条第三項の規定（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定に
違反して信書便の役務を提供した者
五　第二十二条第一項（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定に違反して信書便の業務を行
った者
六　第二十三条第一項（第三十三条において準用する場合を含む。）の規定に違反して信書便の業務の一
部を委託した者
七　第二十四条第一項又は第二十五条（これらの規定を第三十三条において準用する場合を含む。）の規
定に違反して協定又は契約を締結した者
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八　第二十六条又は第二十七条（これらの規定を第三十三条において準用する場合を含む。）の規定によ
る命令に違反した者
九　第三十六条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
十　第三十六条第二項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、
若しくは虚偽の陳述をした者

第四十七条　次の各号のいずれかに該当する物を一般信書便事業者又は特定信書便事業者に信書便物として
差し出した者は、五十万円以下の罰金に処する。
　一　爆発性、発火性その他の危険性のある物で総務大臣の指定するもの
　二　毒薬、劇薬、毒物又は劇物（官公署、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師又は毒劇物営業者が差し出
すものを除く。）

　三　生きた病原体又は生きた病原体を含有し、若しくは生きた病原体が付着していると認められる物（官
公署、細菌検査所、医師又は獣医師が差し出すものを除く。）
　四　法令に基づき移動又は頒布を禁止された物

２　前項の場合において、犯人が信書便物として差し出した物は没収する。

第四十八条　詐欺、恐喝又は脅迫の目的をもって、真実に反する住所、居所、所在地、氏名、名称又は通信
文を記載した信書便物を一般信書便事業者又は特定信書便事業者に差し出し、又は他人に差し出させた者
は、五十万円以下の罰金に処する。

第四十九条　信書便の業務に従事する者が重大な過失によって信書便物を失ったときは、三十万円以下の罰
金に処する。

第五十条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に
関し、第四十四条第二項若しくは第三項（同条第二項に係る部分に限る。）、第四十五条又は第四十六条の
違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第五十一条　次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の過料に処する。
　一　第十条若しくは第十二条第三項（これらの規定を第三十三条において準用する場合を含む。）又は
第三十二条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者
　二　第十八条の規定による掲示をせず、又は虚偽の提示をした者

附　則
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十五年四月一日から施行する。ただし、第三十七条（第一号に係る部分に限る。
次条第一項において同じ。）の規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）
第二条　第三十七条の規定の施行の日から日本郵政公社法施行法（平成十四年法律第九十八号）の施行の日
の前日までの間における同条の規定の適用については、同条中「審議会等（国家行政組織法（昭和二十三
年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で政令で定めるもの（次条第二項において「審議会等」
という。）」とあるのは、「郵政審議会」とする。
２　前項に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

（検討）
第三条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が
あると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの
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とする。

附　則（平成十七年十月二十一日法律第百二号）　抄
（施行期日）
第一条　この法律は、郵政民営化法の施行の日から施行する。
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郵便法（昭和 22 年法律第 165 号）

 第一章　総則

第四条（事業の独占）　会社以外の者は、何人も、郵便の業務を業とし、また、会社の行う郵便の業務に従
事する場合を除いて、郵便の業務に従事してはならない。ただし、会社が、契約により会社のため郵便の
業務の一部を委託することを妨げない。 
②　会社（契約により会社から郵便の業務の一部の委託を受けた者を含む。）以外の者は、何人も、他人の
信書（特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を通知する文書をいう。以下同じ。）の送
達を業としてはならない。二以上の人又は法人に雇用され、これらの人又は法人の信書の送達を継続して
行う者は、他人の信書の送達を業とする者とみなす。 
③　運送営業者、その代表者又はその代理人その他の従業者は、その運送方法により他人のために信書の送
達をしてはならない。ただし、貨物に添付する無封の添え状又は送り状は、この限りでない。 
④　何人も、第二項の規定に違反して信書の送達を業とする者に信書の送達を委託し、又は前項に掲げる者
に信書（同項ただし書に掲げるものを除く。）の送達を委託してはならない。 

第五章　罰則

第七十六条（事業の独占を乱す罪）　第四条の規定に違反した者は、これを三年以下の懲役又は三百万円以
下の罰金に処する。 
②　前項の場合において、金銭物品を収得したときは、これを没収する。既に消費し、又は譲渡したときは、
その価額を追徴する。
第四条 （事業の独占） 　会社以外の者は、何人も、郵便の業務を業とし、また、会社の行う郵便の業務に
従事する場合を除いて、郵便の業務に従事してはならない。ただし、会社が、契約により会社のため郵便
の業務の一部を委託することを妨げない。
②  会社（契約により会社から郵便の業務の一部の委託を受けた者を含む。）以外の者は、何人も、他人の信
書（特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を通知する文書をいう。以下同じ。）の送達
を業としてはならない。二以上の人又は法人に雇用され、これらの人又は法人の信書の送達を継続して行
う者は、他人の信書の送達を業とする者とみなす。 
③  運送営業者、その代表者又はその代理人その他の従業者は、その運送方法により他人のために信書の送
達をしてはならない。ただし、貨物に添付する無封の添え状又は送り状は、この限りでない。 
④  何人も、第二項の規定に違反して信書の送達を業とする者に信書の送達を委託し、又は前項に掲げる者
に信書（同項ただし書に掲げるものを除く。）の送達を委託してはならない。 
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目次
第一章　総則（第一条－第四条）
第二章　一般信書便事業
第一節　事業の許可（第五条－第十九条）
第二節　業務（第二十条－第三十四条）
第三章　特定信書便事業（第三十五条－第四十条）
第四章　雑則（第四十一条－第四十九条）
附則

　　　第一章　総則
　（用語）
第一条　この省令において使用する用語は、民間事業者による信書の送達に関する法律（以下「法」という。）
において使用する用語の例による。

第二条・第三条　（略）

　（特定信書便役務の料金の額）
第四条　法第二条第七項第三号の総務省令で定める額は、次のとおりとする。
一　引受地及び配達地のいずれもが国内にある信書便の役務の内容
二　引受地又は配達地のいずれかが外国にある信書便の役務（以下「国際信書便の役務」という。）の料
金の額　別表に定める額　

２　国際信書便の役務の引受地が外国にある場合における前項第二号の規定の適用に係る外国通貨の本邦通
貨への換算は、当該役務の料金が納付された日における外国為替相場（外国為替及び外国貿易法（昭和
二十四年法律第二百二十八号）第七条第一項に規定する基準外国為替相場又は裁定外国為替相場をいう。）
を用いて行うものとする。

第五条～第十条　（略）
　
　（氏名等の変更の届出）
第十一条　法第十条の届出をしようとする者は、当該変更が行われたことを証する書類を添えて、様式第四
の届出書を提出しなければならない。

　（事業計画の変更の認可の申請）
第十二条　法第十二条第一項の変更の認可を受けようとする者は、様式第五の申請書に、第七条に掲げる書
類のうち事業計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添えて提出しなければならない。

第十三条　（略）

　（事業計画の変更の認可の申請又は届出に関する手続の省略）
第十四条　法第十三条第一項の一般信書便事業の譲渡し及び譲受け、同条第二項の一般信書便事業者たる法
人の合併若しくは分割、法第十四条第一項の相続、法第二十三条第一項の信書便の業務の一部の委託又は
法第二十四条第一項若しくは第二十五条の信書の送達の事業に関する協定若しくは契約の認可を受けよう
とする一般信書便事業者は、これらの事由に伴って事業計画を変更しようとするときには、当該認可の申
請書に事業計画について変更しようとする事項を記載した書類（新旧の対照を明示すること。）及び第七
条に掲げる書類のうち事業計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付することにより、当該事業
計画の変更の認可の申請又は届出に関する手続を省略することができる。
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　（事業の譲渡し及び譲受けの認可の申請）
第十五条　法第十三条第一項の認可を受けようとする者は、様式第七の申請書に、次の書類を添えて提出し
なければならない。
一　譲渡しに関する契約書の写し
二　譲渡価額の算出の根拠その他譲渡しの実施に関する細目を記載した書類
三　譲受けに要する資金の額及び調達方法を記載した書類
四　譲受人の譲受けの日以降における様式第二の事業収支見積書
五　譲受人が一般信書便事業者以外の者であるときは、第七条第二項第八号及び第九号に掲げる書類並び
に他に行っている事業の種類を記載した書類

　（法人の合併及び分割の認可の申請）
第十六条　法第十三条第二項の認可を受けようとする者は、様式第八の申請書に、次の書類を添えて提出し
なければならない。
一　合併に関する契約書又は分割計画書若しくは分割契約書の写し
二　合併又は分割の条件に関する説明書
三　合併又は分割の日以降における様式第二の事業収支見積書
四　合併後存続する法人若しくは合併により設立する法人又は当該分割により一般信書便事業を承継する
法人が一般信書便事業者以外の者であるときは、第七条第二項第八号及び第九号に掲げる書類並びに他
に行っている事業の種類を記載した書類

　（相続人の事業継続の認可の申請）
第十七条　法第十四条第一項の認可を受けようとする者は、様式第九の申請書に、次の書類を添えて提出し
なければならない。
一　申請者と被相続人との続柄を証する書類
二　申請者の履歴書及び資産目録
三　申請者以外に相続人があるときは、その者の氏名及び住所を記載した書面並びに当該申請に対する同
意書
四　申請者が一般信書便事業者以外の者であるときは、第七条第二項第九号に掲げる書類　及び他に行っ
ている事業の種類を記載した書類

第十八条～第二十三条　（略）

　（信書便約款の認可の申請）
第二十四条　法第十七条第一項の認可を受けようとする者は、様式第十三の申請書に、信書便約款（変更の
認可申請の場合は、信書便約款の新旧対照）を添えて提出しなければならない。
２　法第十七条第一項の信書便約款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一　信書便の役務の名称及び内容
二　信書便物の引受けの条件
三　信書便物の配達の条件
四　信書便物の転送及び還付の条件
五　信書便物の送達日数
六　信書便の役務に関する料金の収受及び払戻しの方法
七　送達責任の始期及び終期並びに損害賠償の条件
八　その他信書便約款の内容として必要な事項



資 料 編　48

■ 資料2民間事業者による信書の送達に関する法律施行規則（平成15年総務省令第27号）　
　（信書便約款の認可を要しない提供条件）
第二十五条　法第十七条第一項の総務省令で定める事項は、次のとおりとする。
一　信書便の役務の利用に際して利用者が記載する事項に関する書類の様式その他の利用者の権利及び義
務に重要な関係を有しない信書便の役務に関する提供条件

二　信書便の役務の種類及び期間を限定して試験的に提供する信書便の役務に関する提供条件

第二十六条　（略）

　（信書便物であることの表示を要しない場合）
第二十七条　法第二十条の総務省令で定める場合は、次のとおりとする。
一　次条第二項第一号及び第二号に掲げる事項が表示されている信書便物を他の一般信書便事業者又は特
定信書便事業者から引き渡されたとき。
二　差し出された信書便物に次条第二項第一号及び第二号（国際信書便の役務により送達される信書便物
にあっては、同項第一号、第二号及び第四号）に掲げる事項が表示されている場合であって、かつ、一
般信書便事業者が当該信書便物に同項第三号に掲げる事項を表示しないことについて当該信書便物の差
出人が同意しているとき。

　（信書便物であることの表示の方法）
第二十八条　法第二十条の信書便物であることの表示は、一般信書便事業者が、信書便物を引き受けた後、
又は外国信書便事業者から信書便物を引き渡された後、速やかに行わなければならない。
２　前項の表示は、次に掲げる事項を信書便物の表面に明瞭に記載しなければならない。
一　信書便物であることを示す表示
二　一般信書便事業者の氏名若しくは名称又は一般信書便事業者を示す標章
三　信書便物を引き受けた日
四　外国信書便事業者と協定又は契約を締結して行う国際信書便の役務により外国にあてて送達される信
書便物にあっては、前三号に掲げる事項のほか、当該信書便物を取り扱う当該外国信書便事業者の氏名
若しくは名称又は当該外国信書便事業者を示す標章

　（還付できない信書便物の開披の方法）
第二十九条　一般信書便事業者は、法第二十一条第一項の規定により信書便物を開くときには、その事業場
において信書便管理規程に基づき選任された信書便の業務を管理する者（第三十一条において「信書便管
理者」という。）の立会いの下でこれを行い、当該信書便物を送達し、又は還付するために必要な事項を
確認した後は、直ちに当該信書便物を修補しなければならない。

　（開いてもなお還付できない信書便物の管理の方法）
第三十条　一般信書便事業者は、法第二十一条第二項の規定により信書便物を管理するときには、前条の規
定による修補を行った後、その事業場の施錠できる場所において当該信書便物を保管し、その交付の請求
又は照会に対して、速やかに回答できるようにするため、その処理状況を記録しなければならない。
２　一般信書便事業者は、前項の規定により保管した信書便物で有価物でないものにあっては、その保管を
開始した日から三月以内にその交付を請求する者がないときには、当該信書便物に記された内容を判読す
ることができないように裁断その他の措置を講じた上でこれを棄却し、有価物で滅失若しくはき損のおそ
れがあるもの又はその保管に過分の費用を要するものにあっては、これを売却することができる。この場
合において、当該一般信書便事業者は、売却費用を控除した売却代金の残額を保管しなければならない。
３　一般信書便事業者は、第一項の規定により当該信書便物の保管を開始した日から一年以内にその交付を
請求する者がないときには、前項の規定により売却された有価物以外の有価物及び同項の規定により保管



第
１
章

第
２
章

資
料
編

コ
ラ
ム

資 料 編　49

信 書 便 年 報 2 0 1 0

される売却代金を処分することができる。

　（信書便管理規程の認可の申請）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　法第二十二条第一項の信書便管理規程には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一　信書便管理者の事業場ごとの選任及び次に掲げる事項を職務に含むその具体的な職務の内容
　イ　信書便の業務の監督
　ロ　顧客の情報及び信書便物の管理
二　信書便差出箱の点検その他の管理方法及び信書便物の引受け、配達その他の信書便の業務における信
書便物の秘密の保護に配慮した作業方法
三　事故若しくは犯罪行為の発生又は犯罪捜査時の信書便管理者その他の信書便の業務に従事する者がと
るべき報告、記録その他の措置

四　信書便の業務に従事する者に対する教育及び訓練の実施

　（業務の委託の認可の申請）
第三十二条　法第二十三条第一項の認可を受けようとする者は、様式第十五の申請書に、次の書類を添えて
提出しなければならない。
　一　受託者が法第八条各号に該当しないことを示す書類
　二　委託契約書の写し
　三　信書便物の授受の方法その他の委託の実施方法に関する細目を記載した書類
２　前項の規定による申請書の提出は、総務大臣がその都度の申請の必要がないと認める場合においては、
一定の期間内の委託に関し一括して行うことができる。この場合においては、申請書の記載事項及び添付
書類のうち総務大臣が必要がないと認めるものの記載及び添付を省略することができる。

　（他の一般信書便事業者との協定等の認可の申請）
第三十三条　法第二十四条第一項の認可を受けようとする者は、様式第十六の申請書に、次の書類を添えて
提出しなければならない。
　一　協定書又は契約書の写し
　二　協定又は契約の実施方法の細目を記載した書類

　（外国信書便事業者との協定等の認可の申請）
第三十四条　法第二十五条の認可を受けようとする者は、様式第十七の申請書に、次の書類を添えて提出し
なければならない。
一　協定書又は契約書の写し
二　協定又は契約を締結しようとする外国信書便事業者に関する次に掲げる書類
　イ　協定又は契約を締結しようとする相手方が外国において当該外国の法令に準拠して信書の送達の事
　業を行うことができることを証する書類
　ロ　外国信書便事業者の取扱中における信書便物の責任に関する事項が適正かつ明確に定められている
　当該外国信書便事業者の約款その他の取扱内容を記載した書類

　　　第三章　特定信書便事業
　（事業の許可の申請）
第三十五条　法第三十条第一項の申請書は、様式第十八によるものとする。

　（事業計画）
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第三十六条　法第三十条第一項第二号の事業計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一　特定信書便役務の種類
二　信書便物の引受けの方法
三　信書便物の配達の方法　　　　　　　　　　
四　法第二条第七項第二号に係る特定信書便役務を提供しようとする場合にあっては、前三号に掲げる事
項のほか、次に掲げる事項
　イ　提供区域又は区間
　ロ　信書便物の送達に用いる送達手段
　ハ　信書便物の送達が車両によって行われる場合にあっては、その事業の計画が道路交通法（昭和　　
　三十五年法律第百五号）の規定及び同法に基づく命令の規定を遵守するために適切なものであること
　を示す事項

　五　国際信書便の役務にあっては、当該役務に係る外国の国名、地域名又は地名

　（添付書類）
第三十七条　法第三十条第二項の事業収支見積書は、様式第二によるものとする。
２　法第三十条第二項の総務省令で定める事項を記載した書類は、次のとおりとする。
一　信書便管理規程の概要を記載した書類
二　信書便の業務の一部を委託する場合は、受託者との契約書の写し又はその計画を記載した書類
三　他の一般信書便事業者若しくは特定信書便事業者又は外国信書便事業者と信書の送達の事業に関する
協定又は契約を締結する場合は、その者との協定書若しくは契約書の写し又はその計画を記載した書類
四　特定信書便役務の内容を記載した書類
五　信書便物の送達に自動車その他の輸送手段を使用する場合であって行政庁の許可その他の処分を要す
るときは、その許可証等の写し（許可等の申請をしている場合は、その申請書の写し）又はその手続の
状況を記載した書類
六　事業開始予定の日を記載した書類
七　様式第三による事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類
八　国際信書便の役務を提供する場合は、当該役務に係る外国の法令に準拠して信書の送達の事業を行う
ことができることを証する書類
九　当該許可を受けようとする申請者の次に掲げる区分に応じ、次に掲げる書類

　　イ　既存の法人　定款又は寄附行為及び登記簿の謄本、最近の事業年度における貸借対照表及び損益計
　　　算書並びに役員又は社員の名簿及び履歴書
　　ロ　株式会社を設立しようとする者　定款の謄本、発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書並びに株
　　　式の引受け又は出資の状況及び見込みを記載した書類
　　ハ　ロ以外の法人を設立しようとする者　定款又は寄附行為の謄本並びに発起人、社員又は設立者の名
　　　簿及び履歴書
　　ニ　個人　資産目録、氏名、住所及び生年月日を証する書類並びに履歴書
　　ホ　外国人　国内における住所又は居所を証する書類
　　ヘ　外国法人　国内における代表者の氏名並びに主たる営業所の名称及び所在地を証する書類
　十　法第八条各号に該当しないことを示す書類
３　法第二十九条の許可及び法第三十三条において準用する法第二十二条第一項の認可の申請を同時に行う
場合にあっては、法第三十条第二項の総務省令で定める事項を記載した書類は、前項の規定にかかわらず、
同項第二号から第十号までに掲げる書類とする。

　（事業の休止及び廃止の届出） 
第三十八条　法第三十二条の届出をしようとする者は、様式第十九の届出書を提出しなければならない。
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　（軽微な変更の届出）
第三十九条　法第三十三条において準用する法第十二条第三項の総務省令で定める軽微な事項に関する事業
計画の変更は、次のとおりとする。
一　特定信書便役務の種類の減少及びこれに伴う事業計画記載事項の変更
二　法第二条第七項第二号に係る特定信書便役務の提供区域又は区間の変更（減少するものに限る。）
三　法第二十九条の規定に基づく特定信書便事業の許可又は法第三十三条において準用する法第十二条第
一項の規定に基づく事業計画の変更の認可に係る第三十七条第二項第八号の書類により証された信書の
送達の事業を行うことができる国の範囲内（地域である場合にあっては、当該地域の範囲内）における
取扱地の変更

２　法第三十三条において準用する法第十二条第三項の規定による届出は、様式第六の届出書に、第三十七
条に掲げる書類のうち事業計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添えて提出しなければならない ｡

　（準用）
第四十条　第十一条、第十二条、第十四条から第十七条まで、第二十四条、第二十五条及び第二十七条から
第三十四条までの規定は特定信書便事業者について準用する。この場合において、第十二条及び第十四条
中「第七条」とあるのは「第三十七条」と、第十五条第五号及び第十六条第四号中「第七条第二項第八号
及び第九号」とあるのは「第三十七条第二項第九号及び第十号」と、第十七条第四号中「第七条第二項第
九号」とあるのは「第三十七条第二項第十号」と読み替えるものとする。

　　　第四章　雑則
　（報告書の提出）
第四十一条　法第三十六条第一項の規定により、一般信書便事業者又は特定信書便事業者は、毎事業年度の
経過後百日以内に当該年度に係る営業報告書を、毎年七月十日までに前年四月一日から当年三月三十一日
までの期間に係る事業実績報告書を提出しなければならない。
２　前項の営業報告書は、様式第二十の営業概況報告書、貸借対照表及び損益計算書によるものとし、同項
の事業実績報告書は、様式第二十一の信書便事業実績報告書によるものとする。

　（臨時の報告）
第四十二条　一般信書便事業者又は特定信書便事業者は、前条に定める報告書のほか、総務大臣又は総合通
信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。以下同じ。）から、その事業に関し報告を求められたときは、報
告書を提出しなければならない。
２　総務大臣又は総合通信局長は、前項の報告を求めるときは、報告書の様式、報告書の提出期限その他必
要な事項を明示するものとする。

　（立入検査の身分証明書）
第四十三条　法第三十六条第三項の証明書は、様式第二十二によるものとする。

　（意見の聴取の公告及び予告） 
第四十四条　総務大臣は、法第三十九条に規定する意見の聴取をしようとするときは、意見聴取会を開始す
べき日の十日前までに、意見聴取会の期日、場所及び事案の要旨を公告するものとする。
２　総務大臣は、意見の聴取をしようとするときは、意見の聴取を開始すべき日の十日前までに、意見聴取
会の期日、場所及び事案の要旨をその処分に係る者又はその異議申立人若しくは審査請求人に予告しなけ
ればならない。

　（意見聴取会） 
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第四十五条　意見聴取会は、総務大臣の指名する職員が議長として主宰する。
２　議長は、必要があると認めるときは、関係行政庁の職員、学識経験者その他の参考人に対し、意見聴取
会に出席を求めることができる。
３　利害関係人又はその代理人として意見聴取会に出席しようとする者は、文書をもって、当該事案につい
て利害関係のあることを疎明しなければならない。
４　意見聴取会においては、最初に異議申立人若しくは審査請求人又はこれらの代理人に異議申立て又は審
査請求の要旨及び理由を陳述させなければならない。
５　意見聴取会においては、異議申立人若しくは審査請求人又はこれらの代理人が出席しないときは、議長
は異議申立て又は審査請求の朗読をもってその陳述に代えることができる。
６　異議申立人若しくは審査請求人、これらの利害関係人又はこれらの代理人は、意見聴取会において証拠
を提示し、又は意見を述べることができる。
７　議長は、議事を整理するため必要があると認めるときは、陳述又は証拠の提示を制限することができる ｡
８　議長は、意見聴取会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、その秩序を妨げ、又は不穏な言
動をする者を退去させることができる。
９　議長は、必要があると認めるときは、意見聴取会を延期し、又は続行することができる。
10　議長は、前項の規定により意見聴取会を延期し、又は続行する場合は、次回の意見聴取会の期日及び場
所を定め、これを公告し、異議申立人若しくは審査請求人又はこれらの代理人にこれを通知しなければな
らない。

　（調書） 
第四十六条　議長は、意見の聴取に際しては、調書を作成しなければならない。
２　調書には、次に掲げる事項を記載し、議長が署名しなければならない。
　一　事案の件名
　二　意見聴取会の期日及び場所
　三　議長の職名及び氏名
　四　異議申立人若しくは審査請求人又はこれらの代理人の住所及び氏名
　五　出席した利害関係人又はその代理人の住所及び氏名
　六　出席した行政庁の職員、学識経験者その他の参考人の氏名
　七　陳述の要旨
　八　証拠が提示されたときは、その旨
　九　その他参考となるべき事項
３　異議申立人若しくは審査請求人又はこれらの代理人は、当該事案の調書を閲覧することができる。書面
をもって当該事案について利害関係のあることを疎明した者及びその代理人も同様とする。

　（権限の委任）
第四十七条　法第四十二条の規定により、特定信書便事業（その提供する信書便の役務のうちに二以上の総
合通信局長の管轄区域にわたる役務又は国際信書便の役務を含むものを除く。）に関する総務大臣の権限
（法第三十三条において準用する法第二十七条及び第二十八条（第一号の規定による許可の取消しに係る
ものに限る。以下この条において同じ。）、法第三十七条並びに法第三十八条（法第三十三条において準用
する法第二十七条及び第二十八条の規定による処分に係るものに限る。）に規定するものを除く。）は、総
合通信局長に委任する。ただし、法第三十六条第一項及び第二項に規定する権限については、総務大臣が
自ら行うことを妨げない。

　（届出） 
第四十八条　一般信書便事業者及び特定信書便事業者は、次の各号に掲げる場合に該当することとなったと
きには、その旨を当該各号に掲げる総務大臣又は総合通信局長に届け出なければならない。
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一　法第六条又は第二十九条の規定により一般信書便事業又は特定信書便事業を開始した場合　当該一般
信書便事業又は特定信書便事業の許可をした総務大臣若しくは総合通信局長
二　法第十三条第一項（法第三十三条において準用する場合を含む。）に規定する一般信書便事業若しく
は特定信書便事業の譲渡し及び譲受け又は同条第二項（法第三十三条において準用する場合を含む。）
の規定による法人の合併若しくは分割が終了した場合　当該事項の認可をした総務大臣又は総合通信局
長
三　法第十五条第一項又は第三十二条の規定により休止していた一般信書便事業又は特定信書便事業を再
開した場合　当該一般信書便事業の休止の許可をした総務大臣又は当該特定信書便事業の休止の届出を
受理した総務大臣若しくは総合通信局長
四　法第二十三条第一項（法第三十三条において準用する場合を含む。）の規定により信書便の業務の一
部を委託していた一般信書便事業者又は特定信書便事業者がその委託を廃止した場合　当該委託を認可
した総務大臣又は総合通信局長
五　法第二十四条第一項又は第二十五条（これらの規定を法第三十三条において準用する場合を含む。）
の規定により他の一般信書便事業者若しくは特定信書便事業者又は外国信書便事業者と協定若しくは契
約を締結していた一般信書便事業者又は特定信書便事業者がその協定若しくは契約を廃止した場合　当
該協定若しくは契約を認可した総務大臣又は総合通信局長
六　法第二十六条又は第二十七条（これらの規定を法第三十三条において準用する場合を含む。）の規定
による命令を実施した場合　当該命令を発した総務大臣又は総合通信局長
七　一般信書便事業者又は特定信書便事業者たる法人であって、役員又は社員に変更があった場合　当該
一般信書便事業又は特定信書便事業の許可をした総務大臣又は総合通信局長

２　前項の届出は、届出事由の発生した後遅滞なく（同項第七号に掲げる場合（代表権を有しない役員又は
社員に変更があった場合に限る。）にあっては前年七月一日から六月三十日までの期間に係る変更につい
て毎年七月三十一日までに）行わなければならない。
３　第一項の届出をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した届出書を提出しなければならない。この
場合において、当該届出事項に関し、法人の設立、合併又は分割があったときは、その登記簿の謄本、役
員又は社員に変更があったときは、新たに役員又は社員になった者が法第八条第一号及び第二号の規定に
該当しない旨の宣誓書を添付しなければならない。
　一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
　二　届出事項
　三　届出事由の発生の日

　（書類の提出）
第四十九条　法及びこの省令の規定により総合通信局長に提出すべき申請書又は届出書は、それぞれ当該事
案の関する土地を管轄する総合通信局長に提出しなければならない。
２　法及びこの省令の規定により総務大臣に提出すべき申請書又は届出書は、申請又は届出をしようとする
者の住所を管轄する総合通信局長を経由して提出することができる。

附　則
（施行期日）
第一条　この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則（平成十五年三月三十一日総務省令第六十五号）
　この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則（平成十六年三月十九日総務省令第四十二号）
　この省令は、平成十六年四月一日から施行する。
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附　則（平成十八年四月二十六日総務省令第七十五号）

　この省令は、会社法（平成十七年法律第八十六号）の施行の日（平成十八年五月一日）から施行する。

附　則（平成十九年三月三十一日総務省令第五十号）
　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成二十年十一月二十八日総務省令第百二十七号）　抄 
　（施行期日）　
第一条　この省令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認
定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十八年法律第五十号）の施行の日（平
成二十年十二月一日）から施行する。 　　　　　　　　

付表　各地帯の地域の明細表
■ 第1地帯

 アフガニスタン
 アメリカ合衆国の海外領土
  ウェーキ
  北マリアナ諸島
  グアム
  ミッドウェイ諸島
 インド
 インドネシア
 カンボジア

 北朝鮮
 シンガポール
 スリランカ
 タイ
 大韓民国
 台湾
 中華人民共和国
 ネパール
 パキスタン

 パラオ
 バングラデシュ
 東ティモール
 フィリピン
 ブータン
 ブルネイ
 ベトナム
 香港
 マーシャル

 マカオ
 マレーシア
 ミクロネシア
 ミャンマー
 モルディブ
 モンゴル
 ラオス
 
 

アジア

重　量
地       帯

第一地帯 第二地帯 第三地帯

（備考）各地帯の地域の明細については、付表に掲げるところによる。

別表（第四条関係）

250グラムまで

250グラムを超え
500グラムまで

500グラムを超え
1キログラムまで

1キログラムを超え
2キログラムまで

2キログラムを超え
3キログラムまで

3キログラムを超え
4キログラムまで

1,200 円

1,500 円

2,200 円

2,900 円

3,600 円

4,300 円

1,400 円

1,800 円

2,800 円

4,100 円

5,400 円

6,700 円

1,600 円

2,200 円

3,600 円

5,700 円

7,800 円

9,900 円
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■ 第 2 地帯

 オーストラリア
 キリバス
 サモア
 ソロモン

 ツバル
 トンガ
 ナウル
 ニュー・カレドニア

 ニュージーランド
 バヌアツ
 パプアニューギニア
 ピトケアン

 フィジー
 仏領ポリネシア
 その他のオセアニアの諸島

オセアニア地域

 アメリカ合衆国
 アメリカ合衆国の海外領土
 　プエルト・リコ
 　米領ヴァージン諸島
 アンギラ
 アンティグア・バーブーダ
 英領ヴァージン諸島
 エルサルバドル
 オランダ領アンティール及びアルバ

 ガドループ
 カナダ
 キューバ
 グアテマラ
 グレナダ
 ケイマン諸島
 コスタリカ
 サンピエール及びミクロン
 ジャマイカ

 セントクリストファー・ネーヴィス
 セントビンセント
 セントルシア
 タークス及びカイコス諸島
 ドミニカ
 ドミニカ共和国
 トリニダード・トバゴ
 ニカラグア
 ハイチ

 パナマ
 バハマ
 バミューダ諸島
 バルバドス
 ベリーズ
 ホンジュラス
 マルチニーク
 メキシコ
 モントセラト

北米、中米及び西インド諸島

 アイスランド
 アイルランド
 アゼルバイジャン
 アルバニア
 アルメニア
 アンドラ
 イタリア
 ウクライナ
 ウズベキスタン
 英国
 エストニア
 オーストリア
 オランダ
 ガーンジー
 カザフスタン
 ギリシャ

 キルギス
 グルジア
 クロアチア
 サンマリノ
 ジブラルタル
 ジャージー
 スイス
 スウェーデン
 スペイン
 スペインの海外領土
 　カナリ－諸島
 　ジャデュ
 　セウタ
 　チャファリナス諸島
 　バレアレス諸島
 　メリリア

 スロバキア
 スロベニア
 セルビア
 タジキスタン
 チェコ
 デンマーク
 ドイツ
 トルクメニスタン
 ノルウェー
 バチカン
 ハンガリー
 フィンランド
 フランス
 ブルガリア
 ベラルーシ
 ベルギー

 ポーランド
 ボスニア・ヘルツェゴビナ
 ポルトガル
 

 マケドニア旧ユーゴスラビア共和国
 マルタ
 モナコ
 モルドバ
 モンテネグロ
 ラトビア
 リトアニア
 リヒテンシュタイン
 ルーマニア
 ルクセンブルク
 ロシア 

ヨーロッパ

（ アゾレス諸島及びマデイラ諸島を含む。）

 アラブ首長国連邦
 イエメン
 イスラエル
 イラク

 イラン
 オマーン
 カタール
 キプロス

 クウェート
 サウジアラビア
 シリア
 トルコ

 バーレーン
 ヨルダン
 レバノン

中近東地域
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■ 資料2民間事業者による信書の送達に関する法律施行規則（平成15年総務省令第27号）　
■ 第 3 地帯

 アセンション
 アルジェリア
 アンゴラ
 ウガンダ
 エジプト
 エチオピア
 エリトリア
 ガーナ
 カーボヴェルデ
 ガボン
 カメルーン
 ガンビア
 ギニア
 ギニアビサウ
 ケニア

 コートジボワール
 コモロ
 コンゴ共和国
 コンゴ民主共和国
 サントメ・プリンシペ
 ザンビア
 シエラレオネ
 ジブチ
 ジンバブエ
 スーダン
 スワジランド
 セーシェル
 赤道ギニア
 セネガル
 セント・ヘレナ

 ソマリア
 タンザニア
 チャド
 中央アフリカ
 チュニジア
 トーゴ
 トリスタン・ダ・クーニャ
 ナイジェリア
 ナミビア
 ニジェール
 ブルキナファソ
 ブルンジ
 ベナン
 ボツワナ
 マダガスカル

 マラウイ
 マリ
 南アフリカ共和国
 モーリシャス
 モーリタニア
 モザンビーク
 モロッコ
 リビア
 リベリア
 ルワンダ
 レソト
 レユニオン

アフリカ

 アルゼンチン
 ウルグアイ
 エクアドル
 ガイアナ

 コロンビア
 スリナム
 チリ
 パラグアイ

 フォークランド諸島（マルヴィナス諸島）
 仏領ギアナ
 ブラジル
 ベネズエラ

 ペルー
 ボリビア
 
 

南米
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北海道
総合通信局

東北
総合通信局

関東
総合通信局

信越
総合通信局

北陸
総合通信局

東海
総合通信局

近畿
総合通信局

中国
総合通信局

四国
総合通信局

九州
総合通信局

沖縄総合
通信事務所

名　称

信書便監理官
TEL：011-709-2311（内線：4684）　FAX：011-709-2481
E-mail：soudan-hokkaido@soumu.go.jp

信書便監理官
TEL:022-221-0631　FAX:022-221-0613
E-mail:tohoku-shinshobin@soumu.go.jp

信書便監理官
TEL:03-6238-1641　FAX:03-6238-1649
E-mail:kanto-shinsyobin@soumu.go.jp

信書便監理官
TEL:026-234-9932　FAX:026-234-9969
E-mail:shinetsu-shinshobin@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/shinetsu/sbt/tsusin/
shinsyo/shinsyo_index.htm

信書便監理官
TEL:076-233-4428　FAX:076-233-4499
E-mail:d-pba@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/hokuriku/shinshobin/index.
html

信書便監理官
TEL:052-971-9116　FAX:052-971-9118
E-mail:info-tokai@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/tokai/sinsyobin/index.html

信書便監理官
TEL:06-6942-8596　FAX:06-6942-9014
E-mail:kinki-shinsyobin ＠ soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/kinki/shinsyo/index.html

信書便監理官
TEL:082-222-3400　FAX:082-221-0075
E-mail:chugoku-shinsyobin@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/chugoku/shinsyo/index.
html

信書便監理官
TEL:089-936-5031　FAX:089-936-5007
E-mail:shikoku-shinshobin@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/shikoku/kobetsukoumoku/
shinsyobin.html

信書便監理官
TEL:096-326-7848　FAX:096-356-3523
E-mail：kyusyu-shinshobin@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/kyushu/other/#b

信書便監理官
TEL:098-865-2388　FAX:098-865-2311
E-mail:okinawa-shinshobin@soumu.go.jp
http://www.soumu.go.jp/soutsu/okinawa/sinsiyo/top.html

信書便に関するお問い合わせ先
管 轄 区 域 住　所 電話番号・FAX・E-mail

北海道
〒 060-8795
札幌市北区北 8条西 2-1-1
札幌第 1合同庁舎  12 階

〒 980-8795
仙台市青葉区本町 3-2-23
仙台第 2合同庁舎  12 階

〒 102-8795
千代田区九段南 1-2-1
九段第 3合同庁舎  22 階

〒 380-8795
長野市旭町 1108
長野第 1合同庁舎  5 階

〒 920-8795
金沢市広坂 2-2-60
金沢広坂合同庁舎  6 階

〒 461-8795
名古屋市東区白壁 1-15-1
名古屋合同庁舎第 3号館
4階
〒 540-8795
大阪市中央区大手前 1-5-44
大阪合同庁舎第 1号館  4
階

〒 730-8795
広島市中区東白島町 19-36
　1 階

〒 790-8795
松山市宮田町 8-5  6 階

〒 860-8795　
熊本市二の丸 1-4
熊本合同庁舎第 2号館  4
階

〒 900-8795
那覇市東町 26-29  4 階

青森県・岩手県
宮城県・秋田県
山形県・福島県

茨城県・栃木県
群馬県・埼玉県
千葉県・東京都
神奈川県・山梨県

新潟県・長野県

富山県・石川県
福井県

岐阜県・静岡県
愛知県・三重県

滋賀県・京都府
大阪府・兵庫県
奈良県・和歌山県

鳥取県・島根県
岡山県・広島県
山口県

徳島県・香川県
愛媛県・高知県

福岡県・佐賀県
長崎県・熊本県
大分県・宮崎県
鹿児島県

沖縄県

総務省　情報流通行政局　郵政行政部　信書便事業課
〒100-8926　千代田区霞ヶ関2-1-2　　TEL：03-5253-5974・5976　　　FAX：03-5253-5979
E-mail：shinshobin@soumu.go.jp　　　ホームページ：http://www.soumu.go.jp/yusei/shinsyo_top.html




